
【先－３】 川越駅西口新拠点形成官民連携手法検討調査
（対象箇所：埼玉県川越市）

【実施主体】川越市

目的

①
平成25年度

目的

川越駅西口周辺においては、川越市の新たな玄関口として駅前広場の大規模改修や西部地域振興ふれあい拠点施設（仮称）の整備等を進めている。平成
26年度までには各事業が完了する予定であり、大きな変革時期を迎えているエリアであるが、駅前には8,300㎡の未利用市有地が存在している。
このような状況の中、本調査では、未利用市有地を活用した新たな拠点の形成に向けて、導入すべき都市機能を整理し、その機能を担う公共施設を整備・

運営するための官民連携事業スキームについて、検討する。

目次 これまでの経緯 施設の概要

１.基本計画（案）の検討 平成22年 「川越駅西口周辺地区基本
構想（西口グランドデザイ

川越駅西口の市有の未利用地は、現在、暫定自由広場、仮設バス乗降場、自
転車駐車場として暫定利用されている。

途地域 商業地域２.先行的事業者提案協議の実施

３.官民連携手法の検討
３.１.事業スキームの精査
３.２.リスク分担の検討
３.３.公的負担額の算定

構想（西口グランドデザイ
ン）」を策定

平成23年 西口グランドデザインの実
現に向けて基本的な活用方
針を検討

・用途地域：商業地域
準防火地域

・面 積：Ａ街区 約3,800㎡
B街区 約4,500㎡

・建ぺい率：80％
４.川越駅西口市有地利活用計画

（案）の作成

５．概算事業費の精査

６．今後の課題の整理

平成24年 川越駅西口市有地利活用
計画検討調査を実施し、導
入機能の需要及び関係者
や市民の意向調査を実施

建 い率：80％
・容 積 率：Ａ街区 600％

Ｂ街区 400％

・導入機能（案）
送迎バス発着所、自転車駐車場
公共施設（建築物）

結論

１．市民及び民間事業者との対話
（１）市民意向の把握と合意形成

６．今後の課題の整理 公共施設（建築物）

２．先行的事業者提案協議の実施
民間事業者から見た事業性等を踏まえ官民連携手法の検討を行うため、提案の利用目的を庁内

検討に限定して 事前提案を募集（ ）市民意向の把握と合意形成
①市民勉強会：団体推薦市民と公募市民による
勉強会を実施。

②市民懇話会：広く市民に呼びかけ意見交換を
実施。

（ ）事前対話 実施

検討に限定して、事前提案を募集。
※事前提案を促すために、提案応募者には平成26年度以降に実施予定の事業者募集時の審査
において、合計点の5％以内の加点を行うことを条件として明示。

（１）事業者勉強会の実施：検討状況、募集に関する概要説明、事業者名刺交換を実施。
（２）事前提案の募集：整備計画、事業期間中の公共収支の概算、イメージ図などを募集。
（３）募集の結果：７社の民間事業者から提案があった。

（２）事前対話の実施
２段階に分けて民間事業者との事前対話の実施。
①第１段階：土地のポテンシャルの評価段階。
②第２段階：事業化可能性の評価段階。

・公共機能については図書館や健康温浴施設、保育園、民間施設についてはホテル、
病院、フィットネス、商業機能、オフィス、駐車場、マンション等が提案された。

・事業スキームとしては、定期借地方式、ＰＦＩ手法、土地売却方式が提案された。



結論（続き）

【先－３】 川越駅西口官民連携新都市拠点形成事業
（対象箇所：埼玉県川越市）

【実施主体】川越市 ②
平成25年度

【定性的評価】
・公共機能を主体とした複合施設を整備する場合、
維持管理・運営段階までを考慮した効率的な施設

３．官民連携手法の検討
導入する公共機能（案）：送迎バス発着所（8台）、自転車駐車場（自転車1,500台、原付バイク150台、その他２輪45台）、公共施設（建築物 2,000㎡程度）

従来型 DBO PFI-BTO 民設（定期借家方式）

公共 民間　→　公共 民間　→　公共 民間

事業手法

施設所有者

整備が可能となるため、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式等が
合理的である。

・維持管理・運営段階で公共機能の性質を考えた場
合、送迎バス発着所と公共施設についてはサービ
ス購入型となるが、自転車駐車場は独立採算型も
ありうる

公共 公共 民間 民間

公共 民間 民間 民間

民間
（指定管理/業務委託）

民間
（業務委託）

民間
（指定管理）

民間
（指定管理/業務委託）

【施設整備・維持管理・運営】
・公共が資金調達するため、調達コ
ストが安い。

【施設整備・維持管理・運営】
・民間ノウハウが活用できる。
・公共機能を主体とする場合は合理

【施設整備・維持管理・運営】
・民間ノウハウが活用できる。
・公共機能を主体とする場合は合理

【施設整備・維持管理・運営】
・民間ノウハウが活用できる。
・民間業者の需要想定により、適切

実施
主体

資金調達

維持管理・運営

施設整備

ありうる。
【定量的評価】

導入する公共機能（案）に基づき試算した結果、ＤＢ
Ｏ方式、ＰＦＩ方式でのコスト削減の可能性が確認で
きた。

◇検討の結果

メリット

【施設整備】
・公共施設として主体的に整備でき
る。

【維持管理・運営】
・指定管理や業務委託は、多くの前
例がある。

的である。
・公共が資金調達するため、調達コ
ストが比較的安い。

【施設整備】
・民間事業者の使い勝手のよい設計
が可能である。

【維持管理・運営】
・長期の業務委託期間の設定が可能

的である。
・財政負担の平準化が可能となる。

【施設整備】
・民間事業者の使い勝手のよい設計
が可能である。

【維持管理・運営】
・長期の指定管理期間の設定が可能
である。

な規模の施設整備が可能である。

【施設整備】
・民間事業者の使い勝手のよい設計
が可能である。

【施設整備】
土地の有効利用の観
点から、民間施設と
の合築を検討し、民
間資金とノウハウを
最大限活用し、財政
負担の削減と効率的
施整備を目指す。◇検討の結果

公共機能を主体として整備する場合には、定性的・
定量的評価の両面から、ＤＢＯ方式やＰＦＩ方式等が
有効であると考えられる。

４．川越駅西口市有地利活用計画（案）の作成
定期借地や売却による土地活用も考えられる。

である。 ・金融機関によるモニタリング機能
がある。

【施設整備・維持管理・運営】
・民間ノウハウの活用は限定的とな
る。

【維持管理・運営】
DBOやPFIに比べて 民間活力の

【施設整備・維持管理・運営】
・民間施設の割合が大きい場合は需
要想定が難しく、事業実施に伴い公
共が負担するリスクが大きくなる可
能性がある。

【施設整備・維持管理・運営】
・民間施設の割合が大きい場合は需
要想定が難しく、事業実施に伴い公
共が負担するリスクが大きくなる可
能性がある。

民間が資金調達するため 調達コ

【施設整備・維持管理・運営】
・公共施設としての整備・利用条件
の担保が難しい。
・民間が資金調達するため、調達コ
ストが比較的高い。

特性

【維持管理・運営】
送迎バス発着所と公
共施設は性質上、
サービス購入型が想
定される。自転車駐
車場については、一
定の需要が見込める

今後の展望

手　法 市所有 定期借地 売　却

メリット
・民間施設と合築の場合、テナン

ト料収入が見込める。
・借地料収入等が得られる。 ・土地の売却代が得られる。

デメリット
・事業実施に伴い公共が負担する

リスクが大きくなる傾向にある。

・事業期間終了後の施設の取り扱

いの検討が必要である。

・土地の所有権移転が必要とな

る。

デメリット
・DBOやPFIに比べて、民間活力の
活用期間が短い。

【維持管理・運営】
・市にノウハウの蓄積ができない。
・金融機関によるモニタリング機能
がない。

・民間が資金調達するため、調達コ
ストが比較的高い。

【維持管理・運営】
・市にノウハウの蓄積ができない。

【維持管理・運営】
・DBOやPFIに比べて、指定管理や
業務委託の期間が短い。

ため独立採算型の検
討も可能である。

今後は以下の課題等について検討し、改めて事業スキーム等の詳細検討を行う必要がある。
○公共施設の確定

民間施設、送迎バス機能、自転車駐車場機能と相乗効果が期待できる公共施設の検討・確定。
○事業スキームの確定

今後の展望

【今後のスケジュール】

Ｘ1年度 Ｘ2年度 Ｘ3年度 Ｘ4年度

公共施設の整備・維持管理・運営に最大限の効果を期待できる土地活用を含めた官民連携事業スキー
ムの検討・確定。

○関係機関との調整・協議

土地の活用可能性を高めるために民間事業者からも提案のあった、駅前広場で整備中のペデストリアン
デッキの延伸、本事業地の中央に位置する市道廃止の可能性等の検討へ向けた関係機関との調整・協議。

事業者募集

施設の設計・整備

運営開始


